
        
平成２７年度 四国地方公共工事品質確保推進協議会（幹事会） 

 

                                               日時：平成２７年９月２日（水） 

                                                     13:30～15:30       

                                             場所：高松サンポート合同庁舎 

                             １３０６、１３０７ 

 

 

議 事 次 第 

 

 

１．開 会                    

                         

２．挨 拶                 

 

３．議 事 

（１）平成 26 年度までの取り組み状況について         【資料－１】  

        

（２）平成 27 年度の取り組み内容について           【資料－２】  

    １）発注者間の連携                  

    ２）地方公共団体等への発注関係事務の支援等 

        ・整備局                   

        ・各県部会                   

３）今後のスケジュール                 

        

（３）積算システムのアンケート結果について         【資料－３】  

     

（４）意見交換会 

      

（５）その他 

 

４．閉 会 
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徳島県

（（１）予定価格の適切な設定

　定期２回（４・１０月）
　（臨時改定有り）　※県と同じ

　定期２回（４・１０月等）
　定期３回以上（臨時改定有り）

　定期２回（補助）
　定期４回（単独）

14 7 2 1

　②労務単価

　定期１回（通常４月）
　　※県と同じ

24

　「積み上げ」を基本
　標準的な工事は工種別早見表
　※県と同じ

　積み上げ 　工種別早見表
　その他
　（早見表を補正、任意設定）

12 2 8 2

「設計書金額」＝「予定価格」等
※右記以外

慣例・財政健全化のため
設計書金額から減額して予定価格
を設定

12 12

H27.7国フォロ－アップ調査時

24
※見直し予定含む

H27.7国フォローアップ調査時

0

　全ての工事で適用
　（入札に付する全ての工事）
　　※県と同じ

　必要に応じて適用

22 2

（４）その他

　②共通仕様書・
　　施工管理基準等

　有り　※県と同じ
　無し
　（義務づけを予定、検討中）

　「国又は県」に準拠して
　　作成・使用

15 9 24

（３）最低制限価格（又は低入札価格調査）
　　　制度の適用

　①工事費内訳書の提出の義務づけ

発注関係事務の実施状況　（Ｈ２７．５調査時）

■徳島県内「２４市町村」の取り組み状況

　①資材単価

　③工期の設定方法

（２）歩切りの根絶

２
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総合評価方式の実施

工事成績評定の実施

監督技術基準の策定

技術検査基準の策定

県に対する相談・サポートの要望

県工事への臨場希望

実施or策定or有 無

香川県部会 発注者支援の取組み 1/2

１．市町の状況について

２．これまでの取組みについて

① 県が行う支援
・「香川県公共工事契約業務連絡協議会」の開催

全市町が参加し、契約関係事務に係る情報を共有化
・市町の総合評価委員会に委員として県職員を派遣

平成26年度は、9市町から委嘱 （平成27年度は４市町（8月時点））

② 国と県が行う支援
・市町ヒアリング

平成25年度は1市1町で実施し、各市町の抱える課題等の現状について聞き取り

③（公財）香川県建設技術センター
・県・市町建設技術職員研修

平成26年度は、17回開催し、のべ250名の市町職員が参加
（平成27年度は、6月末時点で7回開催し、のべ76名の市町職員が参加）

・施工管理等業務受託事業、土木建設技術職員アドバイザー事業等

※ アンケート調査結果
（平成27年2月）

※ 香川県部会 設立：平成27年2月2日 第１回部会：平成27年5月18日

1

香川県部会 発注者支援の取組み 2/2

３．平成27年度の香川県部会の活動状況（新たな取組）について

①市町用相談窓口を、県庁内及び各土木（総合）事務所に設けた。

・入札・契約に関すること ： 土木監理課 課長補佐
・技術的なこと ： 各土木（総合）事務所の防災・監督主幹、

技術企画課 課長補佐（県庁各課の窓口）
農村整備課 課長補佐（農業土木に関すること）

⇒ ８件の問い合わせがあった（ 8月26日時点）

② 各種技術基準等に関する支援

基準等の策定の一助となるよう、国や県の基準が掲載されているHPを紹介するなど、
策定する際の参考としてもらい、要望があれば個別に説明を行う。

・総合評価落札方式の運用ガイドライン
・監督技術基準、技術検査基準 など

⇒ 県の基準等を一覧表に整理し、各市町へ送付（６月）

③ 県の工事（竣工検査）への臨場

専門的知識の習得や技術力向上のため、竣工検査に臨場していただく。
対象者 ： 県内の市町職員（各回、数名程度）
対象工事 ： その都度連絡（年間、各土木（総合）事務所で１工事程度）
実施期間 ： 9月～11月（予定）

⇒ 9月は、2件の竣工検査で実施する予定

2













1

発注関係事務の実施状況
平成27年度取り組みについて

四国地方公共工事品質確保推進協議会 高知県部会

県・市町村の発注関係事務の実施状況（実施すべき事項）

１ 予定価格の適正な設定

県 市町村

最新の積算基準の適用 ○
○

２ 歩切りの根絶

 最新の積算基準の適用 ○
(34/34)

 最新の労務・資材単価等の適用 ○
○

(34/34)

県 市町村

１

※設計書金額と同額：26/35団体、端数の切り下げ：８/35団体

その他：１/35団体

県 市町村

 歩切りの根絶 ○
○

(34/34)



2

県・市町村の発注関係事務の実施状況（実施すべき事項）

３ 予定価格の事後公表

県 市町村

 予定価格の事後公表 △
△

(20/34)
表

(20/34)

※全工事で事後公表：21/35団体、一定額以上で事後公表：10/35団体

全工事で事前公表：２/35団体、その他：２/35団体

４ ①低入札調査基準価格又は②最低制限価格の適用

県 市町村

①②ともに適用 ○ 6/34

２

 ①②ともに適用 ○ 6/34

 ②のみ適用 － 26/34

 その他（適用なし等） － 2/34

※中央公契連モデル：24/33団体、中央公契連モデル以外：9/33団体

県・市町村の発注関係事務の実施状況（実施すべき事項）

５ 適切な設計変更

（１）県の実施状況

「設計変更に関する事務取扱い要領」により実施

・施工条件と実際の工事現場が一致しない場合など、契約

書に基づき適切に設計変更を実施。

・上記に伴い必要となる工期の確保ついても適宜対応。

※ガイドラインの策定については検討中

（２）市町村の実施状況

・基準あり又は県に準ずる：27/34団体

・基準なし ：６/34団体

・その他 ：１/34団体
３



3

県・市町村の発注関係事務の実施状況（実施に努める事項）

６ 総合評価落札方式の採用について

（１）県の実施状況
【工事入札方法】

総合評価方式入札方法区分 工事の金額

 
委託業務
の金額 総合評価方式

【委託業務入札方法】

入札方法区分

（２）市町村の実施状況

5,000万円以上 総合評価

5,000万円未満
～

3,000万円以上

一般競争又は
指名競争

3,000万円未満

一般競争

総合評価の
適用可能

5,000万円未満
～

1,000万円以上

一般競争 5,000万円以上

総合評価【試行】
の適用可能

5,000万円未満

～1,000万円以上

1,000万円未満

一般競争又は
指名競争

（２）市町村の実施状況

・制度化し適用 ：13/34団体

・制度化しているが適用なし：８/34団体

・制度化していない ：12/34団体

・その他 ：１/34団体
４

県・市町村の発注関係事務の実施状況（実施に努める事項）

７ 発注・施工時期の平準化

（１）県の実施状況

・繰越（翌債）制度の活用

・債務負担行為、ゼロ県債の活用（建設業活性化プラン）

・柔軟な工期設定（余裕工期、工事開始時期の調整など）

（２）市町村の実施状況

対応あり 16/34団体・対応あり ：16/34団体

・対応なし ：17/34団体

・その他 ：１/34団体

５



4

平成27年度の取り組み

・第１回 平成27年７月23日

高知県部会の開催

第 回 平成 年 月 日
取り組み方針（案）の提案等

・第２回 平成27年11月ごろ（予定）
運用指針の「実施に努める事項」の取組方針について議論

・平成28年度 第１回 高知県部会

各発注者による「平成28年度取組方針」について、とりまと
めを行い報告

６

平成27年度の取り組み

成 年度 各発注機関 検討を行う事項（提案）

（１）担い手育成・確保のための取組み
改正品確法の基本理念（※）にのっとり「発注者責務」を果たすため、発注者の体制
や受注者側の実情など、地域の実情に即した取組みを実施する。
※工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保

平成27年度に各発注機関で検討を行う事項（提案）
①ダンピング対応

・最低制限価格の設定の最適化

②適切な設計変更
・設計変更に関する基準の策定
※高知県においては、設計変更ガイドラインの策定を検討

③発注・施工時期の平準化等③発注 施 時期 平準化等
・繰越制度、債務負担行為の活用
・柔軟な工期設定（余裕工期、工事開始時期の調整など）

④受発注者間の情報共有
・三者会議（設計思想の共有、設計変更対応の明確化）

⑤総合評価落札方式の実施
・当該方式の必要性を含め、実施に向けた検討を行う。

７



5

平成27年度の取り組み方針

①発注者支援業務
・「公益社団法人高知県建設技術公社」による発注者支援

積算 施 管 技術審査 総合評価 修等

（２）発注関係事務の支援等

※積算、施工管理、技術審査（総合評価）、研修等

・県及び市町村職員を対象とした説明会（積算・施工管理等）の開催（毎年）

・各種基準、要領等の情報提供（イントラネット）

・工事成績評定表の提供

・品確法運用指針に関する相談窓口の設置（土木部建設管理課内）

②課題 対応方針等②課題・対応方針等
県内市町村は、県中心部から沿岸地域・中山間地域まで広く存在してお

り、その規模・体制の差が大きい。また、地域の実情などから、運用指針
に係わる取組みについても、その必要性の度合いが多様であることから、
一様に取組方針などを設定することが困難である。このため、地域の実情
を踏まえた施策の策定・実施について、県部会で議論する必要がある。

８
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